
1 重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　最終仕入原価法による原価法によっています。

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

　貸 倒 引 当 金････未収金の貸倒損失に備えるため、期末債権残高に一定率を乗じて算出した金額を

  計上しています。

　退職給付引当金････職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当

  事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

  なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算しています。

（４）消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2 特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

減価償却引当資産

固定資産取得積立資産

財政運営積立資産

施設改修積立資産

退職給付引当資産

50周年行事積立資産

インボイス制度対策積立資産

50周年事業行事積立資産

大規模施設修繕積立資産

車両取得積立資産

3 特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

減価償却引当資産

固定資産取得積立資産

財政運営積立資産

退職給付引当資産

50周年事業行事積立資産

大規模施設修繕積立資産

車両取得積立資産

12,000,000 0 12,000,000

(71,971,556)

11,134,000

0

12,604,153 - - (12,604,153)

84,575,709 -

10,059,716 2,544,460 23 12,604,153

1,200,000 0 1,200,000 0

(12,604,153)合　計

- (11,134,000)

12,285,000 - (12,285,000)

3,600,000 - (3,600,000)

1,037,881 - (1,037,881)

38,000,000 - (38,000,000)

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）
（うち負債に対応する

額）

5,914,675 - (5,914,675)

0 12,285,000 0 12,285,000

合　計 71,332,850 31,442,882 18,200,023 84,575,709

0 3,600,000 0 3,600,000

0 11,134,000 0 11,134,000

38,000,000 0 0 38,000,000

5,000,000 0 5,000,000 0

4,035,253 1,879,422 0 5,914,675

1,037,881 0 0 1,037,881

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

　車輛運搬具････定額法による減価償却を実施しています。

　什器備品･･････定額法による減価償却を実施しています。

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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4 補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳ならびに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりです。

補助金

市補助金

（うち都補助金）

助成金

介護サービス事業所支援金 0

自主事業新設支援事業助成金 0

5 退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

　職員退職金支給規程に基づく退職一時金制度、中小企業退職金共済制度を併用しております。

（２）退職給付債務に関する事項

① 退職給付債務

② 退職給付引当金

（３）退職給付費用に関する事項

退職給付債務に計上した額は以下のとおりです。

① 退職給付引当金繰入額

② 中小企業退職金共済掛金

③ 全国シルバー人材センター企業年金基金

④ 退職給付費用

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しており、退職給付に係る期末自己都合要支給

額から中小企業退職金共済掛金を除いた金額を退職給付引当金に計上しています。

0 75,100 75,100

1,679,670

0

当期末残高

5,850,190

0 -

12,604,153

12,604,153

2,544,460

1,626,060

東京しごと財団 0 3,000,000 3,000,000

合　計 0 53,055,100 53,055,100

（東京都） 0 (12,495,000) (12,495,000)

日野市

日野市 0 24,990,000 24,990,000 0

連合交付金（国庫補助金） 東京しごと財団 0 24,990,000 24,990,000 0

貸借対照表上
の記載区分補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額
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